
現場監督業務に従事していた一人親方の過労自殺について建設会社とその代表者には注意義務違反が認められ、
損害賠償義務を負う
（土木建築工事S社事件　大阪地裁　令5.4.18判決）
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●長時間労働になりがちな激務部署への配属が男性社員に偏ることは、男女差別に当たるか
●電車遅延を理由に頻繁に遅刻する社員を懲戒処分することは可能か
●鼻ピアスや舌ピアス、顔へのタトゥーを禁止し、違反者を懲戒処分することは可能か
●配偶者から暴力を受けている疑いがある従業員に対し、会社としてできることはあるか
●身元保証人が死亡した場合、相続人が自動的に身元保証人を受け継ぐことになるのか
●ハラスメント行為者を1人部署に異動させることは可能か
●物価上昇時に導入した「インフレ手当」を、物価下落後に減額・廃止することは可能か
●事務所への常駐を条件とする業務委託契約は違法となるか
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